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学生を支援する制度を使って

大学・学生いじめ？
「機関要件厳格化」で支援対象外校が３０倍！

岸田首相が設置した教育未来創造会議は、大学等

修学支援制度の大学選定基準の「厳格化」を発表。

対象外大学が１５校から４４４校に拡大。

院生を借金づけにしないで！
所得０で返還義務アリは「出世払い」じゃない

政府は学費を国が立替え、卒業後返還

する制度を大学院生から導入する方針。

諸外国では一定の年収にならなければ

返さなくてよい制度ですが、検討会案で

は所得ゼロでも返還義務があります。

日本の公財政教育支出の対GDP比（2019年）

は2.8％。OECD加盟38カ国中下から２番目！

OECD加盟国平均の4.1％まで教育予算を増

やせば、大学までの無償教育が実現できます。

労働者の賃金が下る一方、学費は上がり続け、

私費負担は限界です。２０１２年９月、日本政

府は国際人権A規約１３条２項をすべて批准し、

権利としての無償教育が国際公約になりました。
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■請願 趣 旨■

教育費の私費負担が少子化の最大の要因であり、日本の未来を暗くしています。

日本の労働者の実質賃金が下り続ける一方で、私立大学初年度納付金（入学金＋授業料）は四

半世紀で約１５万円上がりました。さらにいま、コロナ禍に加え未曽有の物価高騰が学生生活を

直撃するなかで、若い世代の学習権が脅かされ、修学難が拡がっています。

２０２０年度に始まった大学等修学支援制度は、採用基準の厳しさから、当初予算に対する実

施率が２０年度５３％、２１年度６３％に留まり、必要な学生に充分ゆきとどいていません。ま

た「機関要件の厳格化」により支援対象外の学校を１５校から４４４校に拡大することは、学生

の進路の選択肢を奪い、大学の淘汰・統制に利用するもので、学生支援制度の目的外使用です。

大学院生への導入が検討されている「出世払い制度」は、「所得ゼロから返還義務」がある貸

与型支援であり、教育無償化に逆行しています。

２０１２年９月、日本政府は国際人権Ａ規約第１３条２項【権利としての無償教育】を全て批

准し、「幼稚園から大学院まで、すべての教育段階において無償教育を実現する」と国際公約し

ました。あれから１０年経過しましたが、政府は未だに無償化のロードマップを示さず、教育へ

の公財政支出は、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）加盟国のうち対ＧＤＰ比平均（2019年）４.１％

に対し、日本は２.８％と下から２番目です。いまこそ教育を受ける権利として「学費は無償に

奨学金は給付に」を実現することを強く求めます。

■請願 項 目■

１、大学等修学支援制度について、希望者全員が受けられる制度にし、

大学院まで拡大すること。財源を消費税増税分に特定しないこと。

２、「出世払い制度」の導入は中止すること。

３、すべての段階の無償教育を実現するため、国際人権Ａ規約１３条に基づき、

具体的計画をつくり立法化すること。

４、教育予算をＯＥＣＤ加盟国平均水準（対ＧＤＰ比）に引き上げること。

〈取り扱い団体〉

国民のための奨学金制度の拡充をめざし、無償教育をすすめる会（奨学金の会）
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